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青森県立保健大学の公立大学法人化について 

 
Ⅰ．青森県立保健大学の公立大学法人化への経緯 

 
時  期 概  要 

 
平成１５年 ７月 
 
 
平成１６年 ４月 
 
平成１６年 ７月 
 
平成１６年１２月 
 
 
平成１７年 ３月 
 
平成１７年 ７月 
 
平成１９年 ４月 
 
 
平成１９年 ６月 
 
平成１９年１０月 
 
平成２０年 ４月 

 
○「地方独立行政法人法」成立 
○「国立大学法人法」成立 
 
○国立大学が国立大学法人へ移行 
 
○県立保健大学に「独法化検討プロジェクト会議」を設置 
 
○第四次青森県行政改革大綱策定（県立保健大学の公立大学法人への

移行検討を明記） 
 
○青森県行政改革実施計画策定 
 
○県立保健大学に公立大学法人化担当職員を配置 
 
○健康福祉政策課に公立大学法人化推進グループを設置 
○公立大学法人が３３法人となる 
 
○青森県公立大学法人化調整委員会を設置 
 
○県議会において公立大学法人青森県立保健大学定款案を可決 
 
■ 公立大学法人青森県立保健大学設立予定 
 
 
 

資料４ 
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Ⅱ．青森県立保健大学の概要 

 

１．大学の概要 

（１）大学名 青森県立保健大学 

（２）開設年月日 平成１１年４月１日 

（３）所在地 青森市大字浜館字間瀬５８－１ 

（４）学長名 志村 よし子 

（５）設置者 青森県 

 

２．開学後の経過 

時 期 内 容 

平成１１年４月 ○青森県立保健大学開設（１学部３学科、入学定員１６０人） 

※看護学科、理学療法学科、社会福祉学科 

平成１５年４月 ○大学院博士前期課程設置（入学定員２０人） 

平成１７年４月 ○大学院博士後期課程設置（入学定員４人） 

平成２０年４月 

（予定） 

○公立大学法人青森県立保健大学設立 

○栄養学科設置（入学定員３０人） 

○既存学科の定員増 ・理学療法学科（入学定員２０人→３０人） 

          ・社会福祉学科（入学定員４０人→５０人） 

 

３．入学定員及び収容定員 

 

入学
定員

編入学
定員

収容
定員

入学
定員

編入学
定員

収容
定員

入学
定員

編入学
定員

収容
定員

看護学科 100 10 420 100 10 420 0 0 0
保健師、看護師、
助産師

理学療法学科 20 2 84 30 2 124 10 0 40 理学療法士

社会福祉学科 40 4 172 50 4 212 10 0 40
社会福祉士、精神
保健福祉士

栄養学科 30 3 129 30 3 129
管理栄養士、栄養
士、栄養教諭１種

小計 160 16 676 210 19 885 50 3 209

博士前期課程(２年) 20 40 20 40 0 0 0

博士後期課程(３年) 4 12 4 12 0 0 0

小計 24 52 24 52 0 0 0

184 16 728 234 19 937 50 3 209

※編入学年次：看護学科（３年次）、理学療法学科（３年次）、社会福祉学科（２年次）、（仮称）栄養学科（２年次）
※栄養学科の編入学は平成２１年度から実施。(Ｂ)の収容定員は平成２３年度時。

（参考）卒業時の
国家試験受験資

格等

現在(A)
平成２０年度以降(B)

(計画)
増減(B)-(A)

健康
科学部
（４年）

大学院
健康科学
研究科

合計
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４．学生数（平成１９年５月１日現在） 

 男子学生数

A

女子学生数

B

学生数合計 

C=A+B 

収 容 定 員

（※編入学

を含む）D 

学部学生（聴講生等を含まない） １２３ ５７７ ７００ ６７６

博士前期課程 ７ ３２ ３９ ４０

博士後期課程 ３ ２２ ２５ １２

大学院 

（小計） １０ ５４ ６４ ５２

合計１ １３３ ６３１ ７６４ ７２８

聴講生等 １ ６ ７ －

合計２ １３４ ６３７ ７７１ ７２８

 

５．平成１９年３月卒業生の就職状況 

 卒業者数 就職希望者数 就職率 就職した者のうち

県内への就職率 

看護学科 １０３人 １００人 ９９．０％ ３３．３％

理学療法学科 １９人 １９人 １００％ ５７．９％

社会福祉学科 ４４人 ４２人 ９２．９％ ５１．３％

合計 １６６人 １６１人 ９７．５％ ４０．８％

※平成１９年５月１日現在 
 

６．教職員数（臨時職員等を除く）（平成１９年４月１日現在） 

 男 女 計 備考 

学長  １ １  

副学長  １ １  

教授 １７ ８ ２５  

准教授 １３ ４ １７  

講師 ９ １６ ２５  

助教 ４ １４ １８  

助手 ２ ９ １１  

教員計 ４４ ５４ ９８  

事務局計 ２０ １０ ３０ 通年育休者１名を含む 

合計 ６４ ６４ １２８  

 

７．土地及び建物（校舎、教員公舎）の面積 

区  分 面 積（建物は延べ面積） 

大学校舎用地 ９０,２２５．００㎡

大学教員公舎用地 １１,１０８．００㎡土地 

合 計 １０１,３３３．００㎡

大学校舎（附属建物を含む） ３５,５９１．８３㎡

大学教員公舎（附属建物を含む） ５,７２９．８２㎡建物 

合 計 ４１,３２１．６５㎡
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Ⅲ．県立保健大学の公立大学法人化に関する基本方針 

県行政改革実施計画（平成１７年３月）

県の役割の見直しによる行政サービス提供体制の新た

な構築を目指し、県立保健大学については、①教育研究

の高度化、②大学運営の活性化等を図るとともに、③よ

り自立的かつ弾力的な運営を図るため、平成２０年度の

移行を目途に公立大学法人化を検討する。 

（現状） 

 少子化の進行、看護系大学などの大学増加による大学間

競争の激化 

（対応） 

 競争を勝ち抜くための組織づくりと教職員の意識改革 

（方向性） 

 既存学科の定員増及び（仮称）栄養学科の設置並びに人

件費・物件費の見直し等による歳入・歳出面での工夫を重

ね、平成２０年度からの公立大学法人化を目指す。 

 
・ 経営責任を持つ理事長を設置。 
・ 職員は非公務員型となる。 
・ 任用、職員給与、役員報酬は法人が定める。 
・ 設置団体(県)は運営費交付金を交付、使途は弾力的に運営可能。
・ 中期計画・年度計画を作成。 
・ 設置団体が設置する評価委員会の評価を受ける。 

検  討 

公立大学法人に移行すると 

公立大学法人化の基本方針 

１ 教育研究の活性化

 大学の特色を明確化し、教育研究資源の重点化によって教育研究の高度化を図

り、研究能力を養成するとともに、質の高い保健医療従事者の育成を図る。 

＜学外からの有能な人材の登用が容易＞

＜教員の能力に応じた処遇が可能＞ 
＜複数年度にまたがる研究が容易＞ 
 （検討方向） ・ 優れた学生の獲得と育成 
        ・ 教育プログラムの点検・整備 
        ・ 教育研究支援システムの検討 
        ・ 健康科学研究センター機能の高度化

２ 地域貢献・地域連携の強化

 県立大学として、地域課題の解決や生涯学習支援、産学の共同研究などへ積極的

に取り組むなど大学運営の活性化を図り、地域貢献を進める。 

＜法人独自の戦略に基づく意思決定が可能＞ 
＜教員の実績（成果）に応じた処遇が可能＞ 
＜評価制度を通じて成果が地域へ浸透しやすくなり、大学間競争力が向上＞

 （検討方向） ・ 地域課題の探求と新産業創造に向けた研究の重点化 
        ・ 教育研究センターの改組による地域連携センター機能の整備 
        ・ 地域の専門職社会人を対象とした教育研修の推進 

３ 大学運営の改善と効率化

 社会情勢のニーズに的確に対応しながら、自立的かつ弾力的な運営を図り、効

率的で効果的な教育研究を実践していく。 

＜理事長の権限・責任が明確化し、主体的な意思決定が可能＞

＜柔軟な教員の採用形態が可能＞ 
＜任期制・年俸制の導入が可能＞ 
＜評価制度による業務改善サイクルの確立が容易＞ 
＜第三者評価によって、客観性が向上＞ 

 （検討方向） ・ 機能的な法人運営体制の構築 
        ・ 任期制の導入と年俸制の検討 
        ・ 外部資金その他の自己収入の適切な確保 
        ・ 評価委員会評価を踏まえた改善への積極的な取り組み
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Ⅳ．公立大学法人青森県立保健大学の法人組織イメージ

理事長の任命に係る法人の申出
（定款第１０条第１項、第３項）

（※任期２年（定款第１２条第３項））

法人業務の監査等
（定款第９条第６項）

（１）構成

（※理事長を除く）

※役員定数　→　定款第８条

委員 委員
３人 ３人 （定款第１６条）

　　　　（定款第１０条第４項）

（１）構成（定款第１７条第２項～第３項） （１）構成（定款第２１条第２項）
　①理事長 　①学長
　②副理事長 　②副理事長
　③理事 　③学長が指名する理事

（２）任期（定款第１７条第４項） （２）任期（定款第２１条第３項）
　２年（ただし、①～③に該当する者の任期はその職の任期） 　　２年（ただし、①～④に該当する者の任期はその職の任期）
（３）審議事項（定款第２０条） （３）審議事項（定款第２４条）
　法人の経営に関する重要事項 　大学の教育研究に関する重要事項

　④法人の役員又は職員以外の者で大学に関し広くかつ高い
　　識見を有するもののうちから、理事長が任命するもの（３人
　　以上）

　④学長が定める学部、研究科その他の教育研究上の重要な
　　　組織の長
　⑤教育研究審議会が定めるところにより学長が指名する職員

監事
（２人）

理事長選考会議
（委員６人）

　①経営審議会から選出
　　された者（３人）
　②教育研究審議会から
　　選出された者（３人）

役
員
会

６人
以内

知　事

理事長
（＝学長）（１人）

○人事及び予算をはじめ重要事項の議決を行う。

理事
（４人以内）

副理事長
（１人）

　任命（定款第１０条第１項）

 　任命（定款第１１条第１項）

審議結果具申 審議結果具申

任命（定款第１１条第２項）

定款第８条～
第１６条参照

定款第１０条第３
項～第８項参照

※理事長の任期　→　２年以上６年を超えない
範囲内において、理事長選考会議の議を経て
法人の規程で定める。（定款第１２条第１項）

※副理事長及び理事の任期　→　６年を超え
ない範囲内において理事長が定める。（定款
第１２条第２項）

定款第１７条～第２０条参照 定款第２１条～第２４条参照
経営審議会

（委員１０人以内）
教育研究審議会
（委員１０人以内）


